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株式会社みずほ銀行 

 

 

株式会社北拓に対する 

「みずほサステナビリティ・リンク・ローン PRO」の契約締結について 

 

 株式会社みずほ銀行（頭取：藤原 弘治、以下「みずほ銀行」）は、本日、株式会社北拓（代

表取締役社長：吉田 ゆかり、以下「北拓」）との間で「みずほサステナビリティ・リンク・

ローン PRO」（※1）の契約を締結しました。「中小企業版 SBT 認定」（※2）に係る目標達成を

SPT（※3）としたサステナビリティ・リンク・ローンによる資金調達は、国内で初めてです

（※4）。 

  

サステナビリティ・リンク・ローンは、借り手のサステナビリティ方針・戦略と連携した

サステナビリティ目標を設定し、金利などの借入条件をサステナビリティ目標達成に連動さ

せることで、借り手に目標達成に向けたインセンティブを与え、環境・社会面において持続

可能な経済活動及び経済成長を促進し、支援することを目指すものです。 

 

「みずほサステナビリティ・リンク・ローン PRO」は、国際的な原則である「サステナビ

リティ・リンク・ローン原則（SLLP）」に基づき、みずほ銀行が独自に開発したフレームワ

ークにより組成する「サステナビリティ・リンク・ローン」です。みずほ銀行が開発し、内

製化したフレームワークは、第三者評価機関である株式会社格付投資情報センター（R&I）

から「サステナビリティ・リンク・ローン原則」への適合性についての第三者意見（※5）

を取得しています。 

 

本件は、「当社のカーボンニュートラル」を中長期的なサステナビリティ目標として設定

し、目標達成への段階的な取り組みとして「中小企業版 SBT 認定」に係る目標達成を SPT と

しています。本融資期間中における SPT 達成状況に応じて金利条件が変動するインセンティ

ブを付与しています。 

  

北拓は、「再生可能エネルギーの普及をメンテナンスの技術を通じ拡大させ、未来の子供

たちの為に邁進する企業」を企業理念に掲げ、再生可能エネルギーの普及に向け風力発電・

太陽光発電のオペレーション、メンテナンスに関わる多角的な事業に取り組んでいます。 

特に近年は、国内最大級の洋上風力案件である響灘洋上風力発電プロジェクトにおいて、

当社含むコンソーシアムが優先交渉者として選定されました。当該プロジェクトは、洋上風

力発電の普及に繋がり、日本国内の電力安定供給と再生可能エネルギーの普及に貢献できる

ものです。 



本件の SPT は、北拓が重視する“環境との共生”のさらなる推進に資するものであり、事

業戦略及びマテリアリティに合致するものです。 

 

 〈みずほ〉は、持続可能な社会の実現に向けた取り組み（サステナビリティアクション）

を強化しています。総合金融グループとして知見を活かし、社会・環境変化を踏まえた多様

なソリューションの開発・提供を行うことで、お客さまの持続的成長を積極的に支援してい

きます。 

 

＜本件の概要＞ 

融 資 先 ： 株式会社北拓 

金 額 ： 7 億円 

資金使途 ： 設備資金 

契約締結日 ： 2022 年 1 月 31 日 

契約期間 ： 26 年 2 か月 

みずほサステナビリティ・リンク・ローン PRO 評価書： 

    https://www.mizuhobank.co.jp/corporate/finance/growing_field/sll_pro/pdf/2021_02.pdf 

 

※1「みずほサステナビリティ・リンク・ローン PRO」： 

   2021 年 10 月 7 日付プレスリリース「みずほサステナビリティ・リンク・ローン PRO」の取扱開始について 

    （https://www.mizuhobank.co.jp/release/pdf/20211007_2release_jp.pdf） 

※2「中小企業版 SBT」： 

SBTi（Science Based Targets initiative）が、2020 年 4 月 15 日から開始した、従業

員が 500 人未満の非子会社の独立企業である中小企業向けに新たな SBT 認定。 

（https://sciencebasedtargets.org/resources/files/SBT-SME-Target-Setting-Letter.pdf） 

※3「SPT」：サステナビリティ・パフォーマンス・ターゲット 

※4 環境省グリーンファイナンスポータルの公表資料ベース 

※5 株式会社格付投資情報センター（R&I）による評価レポート 

(https://www.ri.co.jp/news_release_suf/2021/10/news_release_suf_20211007_jpn_01.pdf) 

 

 


